
別記様式１ 

 

事後審査型制限付き一般競争入札参加申請書 

 

令和  年  月  日 

 

山県市長     様 

 

住 所 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名                ○印  

 

 

 

令和 年 月 日付けで公告のありました「山県市庁舎ほか２８施設の電力調達」に係る事後審査型制

限付き一般競争入札に参加したいので、下記の書類を添えて入札参加申請をします。 

なお、成年被後見人及び被保佐人並びに破産者で復権を得ない者でないこと並びに添付書類の内容に

ついては事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 会社概要書（別記様式２） 

２ 誓約書（別記様式３） 

 

 

  



別記様式２ 

 

会 社 概 要 書 

 

商 号 又 は 名 称  

本 社 所 在 地  

代 表 者 氏 名  

電話・FAX 番号 （電話） （FAX） 

設 立 年 月 日  

資 本 金  

売 上 高  

従 業 員 数 人（令和  年  月  日現在） 

主 要 事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事業を支店・営業所等で担当する場合は、その概要 

支 店 等 の 名 称  

所 在 地  

従 業 員 数            人（令和  年  月  日現在） 

電話・FAX 番号 （電話） （FAX） 

E - m a i l  



別記様式３ 

 

誓 約 書 

 

令和  年  月  日 

 

山県市長     様 

 

住 所 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名                 ○印  

 

 

 

令和 年 月 日付けで公告のありました「山県市庁舎ほか２８施設の電力調達」に係る参加資格に

ついては、下記に掲げる者に該当しないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定のいずれかに該当すると認めら

れる者 

２ 入札日現在において山県市又は国若しくは他の地方公共団体から指名停止等の措置を受けている

者 

３ 法人税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納している者 

４ 会社法（平成 17年法律第 86号）第 511条の規定による特別清算開始の申立てがなされている者 

５ 会社法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成 17年法律第 87号）第 64条による改正前

の商法（明治 32 年法律第 48 号）第 381 条の規定に基づく整理開始の申立て又は通告を受けてい

る者 

６ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立てがなされてい

る者（同法附則第２条の規定により、なお従前の例によることとされる更生事件に係る同法による

改正前の会社更生法（昭和 27年律第 172号）第 30条の規定による更生手続きの申立てを含む。） 

７ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定による再生手続き開始の申立てがなされて

いる者 

  



別記様式４ 

                                    令和  年  月  日 

 

事後審査型制限付き一般競争入札参加資格要件確認申請書 

 

（ あ て 先 ） 山  県  市  長 

                   

                  

住        所   

 

                 商号又は名称   

                                代表者職氏名   

              

担当者氏名    

連絡先   

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

 

 

 「山県市庁舎ほか２８施設の電力調達」に係る事後審査型制限付き一般競争入札について、下記の関係書

類を添え、入札参加資格要件の確認を申請します。 

 なお、本申請書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

  

記 

 

 

提出書類一覧      
 

1 安定供給確約書（別記様式５） 

2 

 電気供給契約履行証明書 （別記様式６） 

 

※公告の日から過去 2年の間に国、地方公共団体、独立行政法人及び地方独立行政法人に対する

電気の供給に係る履行実績を証明する履行証明書（2件以上）を提出すること。 

なお、供給期間中のものについては、供給開始から 6月以上を経過したものであること。 

 

※履行証明の内容を踏まえた記載であれば、任意の様式での提出も可とする。 

3 山県市を供給区域とする一般送配電事業者との接続供給契約書の写し 

業 者 番 号         



別記様式５ 

安定供給確約書 

 

 

令和 年  月  日 

 

（ あ て 先 ）山  県  市  長  

 

                 住        所   

 

                 商号又は名称   

                                代表者職氏名   

              

 私は、令和 年  月  日付けで公告された下記に係る入札において落札者となった場合には、小売

電気事業者として誠意をもって電気の安定供給に努めることを確約します。 

 

 

記 

 

 

1 件   名     山県市庁舎ほか２８施設の電力調達 

 

2  予 定 数 量   ６，８６７，５５８kWh 

           

3  供 給 期 間   令和８年４月１日０時００分から令和１０年３月３１日２４時００分まで 

 

4  供 給 場 所   山県市長が指定する場所     

          

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式６ 

電気供給契約履行証明書 

 

    

住   所 

商号又は名称 

代表者職氏名                ㊞ 

 

 

下記電力供給契約について、誠実に履行したことを証明します。 

 

記 

 

契約件名 供給期間 契約電力 

（KW） 

年間使用 

電力量(kWh) 

    

 

 

 

 

 

【履行期間中の場合】 

 証明期間  令和  年  月   日 ～ 令和  年   月   日 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

 

                     証明者   

 

                                          印 

 

 

 

 



別記様式７ 

 

 

入札辞退届 

 

 

１ 業務名   山県市庁舎ほか２８施設の電力調達 

２ 履行場所  山県市長が指定する場所 

 

 

記 

 

 

 

   上記について、都合により入札を辞退します。 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

                      住所又は所在地 

                      氏 名 又 は 名 称 

                    代 表 者 氏 名               印 

 

    

 山県市長  林  宏 優  様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式８ 

令和 年 月 日 

 

質 問 書 

 

山県市長     様 

 

企 業 名： 

担当者名：（所属部署、役職、担当者名を記載してください。） 

電  話： 

E - m a i l： 

 

依頼のありました「山県市庁舎ほか２８施設の電力調達」の仕様書等に関して、下記事項の質問をいた

しますので、回答をお願いします。 

 

（１／ ） 

No. 質   問 回   答 

   

   

   

   

   

 

 

 



別記様式９ 

 

 

入 札 書 

令和  年  月  日 

 

（あて先 ）山  県  市  長  

 

 

             入 札 者    住        所 

                      商号又は名称 

                                     代表者職氏名                ㊞ 

 

上記代理人 

氏名                                            

                     ㊞ 

 

 

下記に係る事後審査型制限付き一般競争入札について、公告の記載事項を承知のうえ、

下記の金額をもって入札します。 

 

 

記 

 

件   名 
入 札 金 額 

 百万 千 円 

山県市庁舎ほか２８施設の電力調達 ￥          

 内訳は別記様式１０ 入札金額算定書のとおり 

 

（注） 

1 入札金額欄は、数字は算用数字を用い、頭に「￥」の文字を記載すること。 

2 入札金額欄に記載する金額は、算定書一覧表の電気料金総価（税込）の金額と一致するこ

と。（消費税等を含む） 

3 契約は、入札金額算定書に記載された各単価により行う。 

 


